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（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産の評価基準及び評価方法 

① 販売用不動産 

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

ただし、賃貸に供している販売用不動産については、有形固定資産に準じて減価償却を

行っております。 

② 未成工事支出金 

個別法による原価法 

③ 仕掛販売用不動産 

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）及び平成 28年４月１

日以降に取得した建物附属設備、並びに構築物については定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物８～47 年 

また、事業用定期借地権が設定されている借地権上の建物については、当該契約期間に基

づく定額法によっております。 

(2) 無形固定資産 

定額法 

なお、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における見込利用期間(５年間)に基づ

く定額法によっております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

(4) 長期前払費用 

均等償却 

効果の及ぶ期間に応じて均等償却しております。 
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３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しており

ます。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額(簡便法）

に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

(4) 完成工事補償引当金 

完成工事にかかる瑕疵担保の費用に充てるため、当事業年度末に至る１年間の完成工事

高に対する将来の補償金額を見積り計上しております。 

(5) 工事損失引当金 

受注工事の損失に備えるため、当事業年度末における未引渡工事のうち損失が発生する

と見込まれ、かつ、損失額を合理的に見積ることが可能な工事について、当該損失見積額

を計上しております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につい

ては工事完成基準を適用しております。 

 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっており、控除対象外消費税等については費用処理しております。 

 

（表示方法の変更） 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第 31号 2020 年３月 31 日）を

当事業年度から適用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。 
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（会計上の見積りに関する注記） 

１．工事進行基準適用工事における完成工事高の計上 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 

工事進行基準の適用による完成工事高   777,271 千円 

 

(2) 計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

工事進行基準は、工事の進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約に適用してお

り、その完成工事高は工事進捗度に基づき計上され、工事進捗度は工事原価総額に対する会計

年度末までの発生原価の割合に基づき算定しております。 

工事原価総額の見積りは、工事の完成引渡しまでに必要となるすべての工事内容に関する原

価を見積って算定しており、工事着手後に工事内容の変更が生じた場合は、適時・適切に再見

積りを行っております。 

当該見積りは、工事契約を取り巻く環境の変化や工事進捗に伴う設計変更・追加契約の締結

等によって影響を受ける可能性があり、翌事業年度の計算書類において、完成工事高及び完成

工事原価の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。  

 

２．販売用不動産及び仕掛販売用不動産の評価 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額   

   販売用不動産       4,041,853 千円 

   仕掛販売用不動産    11,961,086 千円 

 

(2)計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

販売用不動産及び仕掛販売用不動産については、収益性の低下により正味売却価額が帳簿価

額を下回った場合に正味売却価額まで減額し、当該減少額を評価損として計上しております。 

なお、正味売却価額は販売見込価額から見積原価（販売経費を含む）を控除して算定してお

ります。 

販売見込価額は期末日現在における近隣の市場価格、資材価格の動向等を考慮した事業計画

に基づき決定しております。 

また、見積原価については、プロジェクトの完成引渡しまでに必要となるすべての原価を見

積って算定しております。 

上記の販売見込価額や見積原価に影響を及ぼす環境（不動産市況、賃料水準、空室率、資材

価格等）が変動した場合、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。 
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（貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額  295,541 千円 

 

２．担保資産 

短期借入金 6,037,850 千円、１年内返済予定長期借入金 2,035,064 千円、1 年内償還予定社

債 220,000 千円、長期借入金 3,742,596 千円、社債 300,000 千円の担保に供しているものは、

次のとおりであります。 

販 売 用 不 動 産 938,909 千円 

仕 掛 販 売 用 不 動 産 8,376,592 千円 

建 物 908,441 千円 

土 地 438,750 千円 

計 10,662,693 千円 

 

３．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務（区分掲記したものは除く） 

短期金銭債権 5,631 千円 

短期金銭債務 37,809 千円 

 

４．取締役及び監査役に対する金銭債権又は金銭債務 

  該当事項はありません。 
 

（損益計算書に関する注記） 

  関係会社との取引 

営業取引（収入分） 145,330 千円 

営業取引（支出分） 36,517 千円 

営業取引以外の取引（収入分） 1,500 千円 

営業取引以外の取引（支出分） 12,265 千円 
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（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．当事業年度の末日における発行済株式の数 

普通株式 6,454,400 株 

 

２．当事業年度の末日における自己株式の数 

普通株式 368,080 株 

 

３．剰余金の配当に関する事項 

 ①配当金支払額 

  2020 年９月 18 日開催の第 27回定時株主総会決議による配当事項 

・配当総額 48,690 千円 

・配当の原資 利益剰余金 

・１株当たり配当額 8.0 円 

・基準日 2020 年６月 30 日 

・効力発生日 2020 年９月 23 日 

 

 ②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの 

  2021 年９月 17 日開催予定の第 28回定時株主総会において次のとおり付議いたします。 

・配当総額 79,122 千円 

・配当の原資 利益剰余金 

・１株当たり配当額 13.0 円 

・基準日 2021 年６月 30 日 

・効力発生日 2021 年９月 21 日 
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（税効果会計に関する注記） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

賞与引当金 45,346 千円 

貸倒引当金 3,833 千円 

完成工事補償引当金 13,896 千円 

未払事業税 36,315 千円 

退職給付引当金 33,041 千円 

棚卸資産評価損 45,221 千円 

減損損失 7,972 千円 

その他 20,300 千円 

繰延税金資産 205,927 千円 

     

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該

差異の原因となった主要な項目別内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の 100

分の５以下であるため注記を省略しております。 

 

（リースにより使用する固定資産に関する注記）  

オペレーティング・リース取引 

（借主側） １年以内  １年超  合 計 

未経過リース料 101,367 千円  526,277 千円  627,645 千円 

（貸主側） １年以内  １年超  合 計 

未経過リース料 7,080 千円  64,900 千円  71,980 千円 
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（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当社は、主に総合建設事業、不動産事業、不動産賃貸管理事業及び戸建分譲事業を行

うための投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や親会社借入）を調達してお

ります。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀

行借入により調達しております。 

 

  （２）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である完成工事未収入金及び不動産事業未収入金は、顧客の信用リスクに晒

されておりますが、１年以内に回収期日が到来するものであります。 

営業債務である工事未払金、不動産事業未払金、未払法人税等及び営業外債務である

未払金は、ほとんどが３ヶ月以内に支払期日が到来するものであります。  

借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、リース債務及び関係会社長期未払金は、

主に設備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒

されております。 

 

  （３）金融商品に係るリスク管理体制 

    ①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、営業債権について、長期にわたる工事については中間時金等の受入金をもっ

て回収のリスクを軽減しております。また、各担当部署及び管理部門が取引相手ごとの

期日及び残高を管理し、入金遅延があった場合には各担当部署における担当者が取引相

手に連絡等することにより回収のリスクを軽減しております。 

 

    ②市場リスク（金利等の変動リスク）の管理 

当社は、借入金に係る金利変動について、管理部門で市場金利の動向を確認しており

ます。 

 

    ③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

各部署からの報告に基づき管理部門が年度資金計画表を作成するとともに，毎月３ヶ

月の資金繰り表を作成し，必要資金を計画的に調達するなどの方法により，資金調達に

係る流動性リスクを管理しております。 
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 ２．金融商品の時価等に関する事項 

2021 年６月 30 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に

は含まれておりません。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)現金及び預金 

(2)完成工事未収入金 

(3)不動産事業未収入金 

(4)長期貸付金 

(5)長期未収入金 

  貸倒引当金（※１） 

957,684  

5,143,023 

7,612 

227,117 

32,110 

△39,447 

957,684  

5,143,023 

7,612 

227,117 

32,110 

△39,447 

－  

－  

－  

－  

－  

－  

資産計 6,328,101 6,328,101 －  

(1) 工事未払金 

(2) 不動産事業未払金 

(3) 短期借入金 

(4) １年内償還予定社債 

(5) １年内返済予定長期借入金 

(6) リース債務（流動） 

(7) 未払金 

(8) 未払法人税等 

(9) 社債 

(10)長期借入金 

(11)リース債務（固定） 

(12)関係会社長期未払金 

1,270,881 

676,833 

7,682,150 

220,000 

2,123,864 

6,115 

96,245 

416,230 

300,000 

4,316,096 

100,713 

58,722 

1,270,881 

676,833 

7,682,150 

220,000 

2,123,864 

6,115 

96,245 

416,230 

300,002 

4,299,898 

109,092 

58,895 

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

－  

2 

△16,197 

8,379 

172 

負債計 17,267,851 17,260,035 △7,643 

（※１）長期貸付金、長期未収入金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。 

 

(注１)金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1) 現金及び預金、（2）完成工事未収入金、 

(3) 不動産事業未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

(4) 長期貸付金、(5) 長期未収入金 

これらは個別に回収可能性を勘案し、回収見込額等に基づいて算定しているため、時価は帳

簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
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負 債 

(1)  工事未払金、（2）不動産事業未払金、（3）短期借入金、(4) １年内償還予定社債、 

(5) １年内返済予定長期借入金、(6) リース債務（流動）、（7）未払金、（8）未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

 

(9) 社債、(10) 長期借入金 

変動金利による社債及び長期借入金については、変動金利が短期で市場金利を反映するとと

もに、当社信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似している

と考えられるため、当該帳簿価額によっております。 

固定金利による社債及び借入金については、元利金の合計額を当該社債及び長期借入金の残

存期間と信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

(11) リース債務（固定）、(12)関係会社長期未払金 

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の取引を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

                            （単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

差入保証金 92,674 

預り保証金 106,097 

※１ 上記差入保証金については、具体的な返還予定日が不明であるなど、時価を把握することが極め

て困難と認められるため、上表「資産計」には含めておりません。 

※２ 上記預り保証金については、具体的な返還予定日が不明であるなど、時価を把握することが極め

て困難と認められるため、上表「負債計」には含めておりません。 

 

（注 3）金銭債権の決算日後の償還予定額 

（単位：千円） 

 1 年内 1 年超 5 年内 5 年超 10 年内 10 年超 

現金及び預金 957,684 ―  ―  ―  
完成工事未収入金 5,143,023 ―  ―  ―  
不動産事業未収入金 7,612 ―  ―  ―  
合計 6,108,320 ―  ―  ―  
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（注 4）社債、長期借入金及びリース債務の決算日後の返済予定額 

（単位：千円） 

 1 年内 1年超2年内 2年超 3年内 3年超4年内 4年超5年内 5 年超 

社債 220,000 300,000 ― ―  ―  ―  
長期借入金 2,123,864 1,023,274 175,948 1,040,580 1,244,677 831,617 

リース債務 6,115 6,313 6,519 6,732 6,951 74,195 

合計 2,349,979 1,329,587 182,467 1,047,312 1,251,628 905,812 

 

（賃貸等不動産に関する注記） 

賃貸等不動産の状況及び時価に関する事項 

当社は、大阪府及び京都府において、賃貸収益を得ることを目的として居住用建物等を所有

しております。 

これら賃貸等不動産に関する貸借対照表計上額及び当事業年度における主な変動並びに決算

日における時価及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 
決算日における時価 当 事 業 年 度 

期 首 残 高 
当 事 業 年 度 
増 減 額 

当 事 業 年 度 末 
残 高 

賃貸等不動産 1,414,210 △27,631 1,386,578 1,437,182 

(注)１．貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額であります。 
２．賃貸等不動産の当事業年度増減額のうち、主な増加額は不動産取得税 8,306 千円であり、主

な減少額は減価償却費 35,938 千円であります。 
３．時価の算定方法 

当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額または、
土地は適切に市場価格を反映していると考えられる指標を用いて算定した金額、建物等の償
却資産は貸借対照表計上額をもって時価としています。 

 

また、賃貸等不動産に関する 2021 年６月期における損益は、次のとおりであります。 

（単位：千円） 

 
賃貸収益 賃貸費用 差額 

その他 

（売却損益等） 

賃貸等不動産 86,172 68,077 18,095 － 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

１．親会社、役員及び個人主要株主等 

種類 
会社等の名

称 

議決権等

の所有

（被所

有）割合 

関連当事者との

関係 取引の内容 
取引金額 
（千円） 科目 

期末残高 
（千円） 

親会社 
㈱三栄建築設計 

(注１) 

被所有直
接 
59.83% 

資金の調達 

債 務 被 保 証 

( 注 2 ) 7,359,100   

支 払 保 証 料 

( 注 2 ) 12,265   

商業施設の 

管理運営受託等 

受 託 料 収 入 

( 注 3 ) 47,742   

  

未 払 金 11,804 

関 係 会 社  

長 期 未 払 金 58,722 

出向者の受入 

出 向 者 の 

人 件 費 負 担 

( 注 4 ) 
30,900 未 払 金 2,200 

役員の兼任     

（注１） ㈱三栄建築設計は当社の親会社に該当します。なお、当社の代表取締役小池信三は、㈱三

栄建築設計の議決権の 48.98％を直接所有しております。 

（注２） 金融機関借入に際し債務保証を受けております。なお、債務保証金額の取引金額は、期末

借入金残高を記載しております。また、保証料の支払いは市場利率を勘案し、交渉の上、

決定しております。 

（注３） 業務受託料については、一般の取引と同様に決定しております。 

（注４） 出向に関する覚書に基づき、出向者に係る人件費相当額を支払っております。 

（注５） 取引金額には消費税等は含まれておりません。期末残高には消費税等が含まれております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

  １株当たり純資産額    1,039 円 90 銭 

  １株当たり当期純利益   205 円 05 銭 

   

（重要な後発事象に関する注記） 

該当事項はありません。 

 


